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序　　　　　文

独立行政法人国際協力機構は、イラク共和国（以下、「イラク」と記す）政府の要請を受けて、

クルド地域における園芸分野の適正技術の農家への普及を目的とした技術協力プロジェクト「ク

ルド地域園芸技術改善・普及プロジェクト」を 2011 年 8 月から 5 年間の計画で実施しています。

今般、本プロジェクトの中間時点を迎えたことを受け、協力期間前半における実績を確認し、

計画に対する達成度の検証を行い、評価５項目の観点から評価を行うとともに、プロジェクト後

半の活動計画について検討することを目的として、2014 年 2 月 18 日から 3 月 8 日まで、当機構

農村開発部畑作地帯課長 加藤憲一を団長とする中間レビュー調査団を現地に派遣し、プロジェク

ト活動の評価を行いました。

その結果、本プロジェクトはおおむね順調に進捗し、プロジェクト終了までに所期の成果をほ

ぼ達成できる見込みが高いことと判断されました。ただし、所期の成果達成をより確実なものと

するために、いくつか改善すべき点もみられたため、そのために必要な対策について提言を行っ

ています。

本報告書は、同調査団によるイラク国政府関係者との協議並びに調査・評価結果を取りまとめ

たものであり、本プロジェクトの今後の運営並びに関連する国際協力の推進に広く活用されるこ

とを期待します。

ここに、本調査にご協力いただいた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表します。

2014 年 3 月

独立行政法人国際協力機構

農村開発部長　熊代　輝義
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１－１　協力の背景と概要

イラク共和国（以下、「イラク」と記す）北部に位置するクルド自治地域（エルビル県、ドホー

ク県、スレイマニア県）は、イラク国内でも 300mm ～ 1,200mm と年間降水量が多いことから

潜在的な農業生産性は高く、イラク全体の食糧自給のためには、クルド地域の生産性向上は重

要である。しかしフセイン独裁政権下の弾圧と農村破壊、近年の干ばつなどの影響でクルド地

域の農業生産は減退し、農業の復興や破壊された農村の復興、農民の農村への帰還などが課題

となっている。農業セクターのなかでも園芸作物（果樹・野菜）は、集約的な栽培により小規

模の農地面積でも現金収入を得る手段となり得ることから、農村における広範な生計向上に貢

献する可能性のある品目である。そのため、農村振興につながる園芸作物の生産拡大に向け、

市場ニーズに基づくマーケティングの促進までを視野にいれた適正な園芸技術を導入・普及し

ていくことが求められている。

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、クルド自治政府（KRG）農業・水資源省（MoAWR）
を実施機関、クルド自治地域（エルビル県、ドホーク県、スレイマニア県）のプロジェクトチー

ム（県ごとに 6 名程度）をカウンターパート（C/P）とし、現地の栽培条件に適し、市場ニーズ

を踏まえた園芸技術が対象農家に普及されることを目的に、「クルド地域園芸技術改善・普及プ

ロジェクト（以下、本プロジェクト）」を 2011 年 8 月より 2016 年 8 月までの 5 年間の計画で実

施中である。今回、本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析するとともに、プロジェクト

の残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、中間レビュー報告書に取りまとめること

を目的として、中間レビュー調査が実施された。

１－２　協力内容

（１）上位目標

適正園芸技術の導入 ･ 普及とマーケティングの促進を通じて、クルド地域農民の園芸作

物の売り上げが増大する。

（２）プロジェクト目標

現地の栽培条件に適し、市場ニーズを踏まえた園芸技術がプロジェクト対象農家に普及

される。

（３）成　果

１ ）適正園芸技術の検討のためのベースライン調査が実施され、対象地域の関連情報が整

１．案件の概要

国名：イラク共和国 案件名：クルド地域園芸技術改善・普及プロジェクト

分野：農業 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：農村開発部 協力金額（2014 年 2 月時点見込み）： 約 8 億円

協力

期間

（R/D）：2011 年 7 月 3 日
先方関係機関： クルド自治政府（KRG）農業・水資源省

（MoAWR）

協力期間：2011 年 8 月 25 日

～ 2016 年 8 月 24 日（5 年間）

日本側協力機関：なし

他の関連協力： なし

評価調査結果要約表（和文）
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理される。

２）�市場ニーズに合致した園芸作物の適正技術が取りまとめられる。

３ ）成果１及び２により明らかになった情報に基づき、適正技術の普及活動詳細計画が作

成される。

４）�活動詳細計画に沿って、農民支援のための普及活動が実施される。

（４）投　入

＜日本側＞

専門家派遣：専門家 10 名（長期専門家 5 名、短期専門家 3 名、調査団による派遣 2 名）

本邦研修：1 名（1 コース）

第三国研修：8 名（1 コース）

現地業務費支出：31 万 4,694 米ドル

＜相手国側（クルド自治政府：KRG）＞ 
C/P 配置：20 名

ローカルコスト支出：C/P 給与等

事務所施設提供： エルビル市内の KRG/MoAWR 内及びエルビル、スレイマニア、ドホーク各

県農業局内（試験場等）

３．評価結果の概要

３－１　実績の確認

（１）成果１～４の達成状況は以下のとおりである。

成果１： 適正園芸技術の検討のためのベースライン調査が実施され、対象地域の関連情報

が整理される。

成果１は達成された。

指標 1-1：ベースライン調査の実施とその内容

2011 年 12 月から 2012 年 3 月の期間に、ベースライン調査が実施された。同調査は、

農家営農、市場、普及体制の 3 つの項目を対象としている。農家営農調査報告書は、

2013 年 6 月に完成し、7 月に 500 部が印刷された。市場調査報告書は 2014 年 1 月に完

成し、2 月に 200 部が印刷された。普及体制報告書は 2014 年 2 月に完成し、プロジェ

クト内部向けとして 15 部が印刷された。またすべての報告書はイラク側関係者と協働

２．評価調査団の概要

日本側 団長・総括 加藤　憲一 JICA 農村開発部畑作地帯課　課長

栽培管理 相川　次郎 JICA 国際協力専門員

協力企画 村上　亮介 JICA 農村開発部畑作地帯課　職員

評価分析 飯田　春海 グローバルリンクマネジメント株式会社

イラク側

（KRG）

Mr. Wale Omer Husain  MoAWR エルビル県農業局試験場　職員

Mr. Oral Musi Muhammed  MoAWR スレイマニア県農業局試験場　職員

Mr. Najeb Odesho Deno  MoAWR ドホーク県農業局園芸課　職員

期　間 2014 年 2 月 18 日～ 3 月 8 日 評価種類：中間レビュー調査
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で調査・作成され、先方が求める内容が網羅されている。

指標 1-2：各地域別適正野菜・果樹のリスト作成とその内容

2012 年 2 月から 3 月において、各県で 2 日のワークショップが実施され、以下の適

正品種のリスト化が行われた。

①園芸作物：トマト、キュウリ、イチゴ、ミニトマト、赤キャベツ、ブロッコリー等

②果樹栽培：ブドウ、モモ、ザクロ等

指標 1-3：各地域別の園芸作物の市場動向レポート作成とその内容

ベースライン調査として、各県の市場調査が実施された。各県における野菜・果樹

に関する卸売市場の概要及び野菜・果樹の国産作物と輸入作物に関する出荷取扱状況、

市場ニーズ（入荷時）の調査、価格比較が行われて、報告書が取りまとめられた。今

後市場の変化に応じて、追加の調査が行われる。

指標 1-4：各地域別普及員数と普及員のレベル判定調査報告書の作成とその内容

ベースライン調査として、各県の普及体制調査が実施された。各県における普及所

の普及員配置、普及員の学歴・専門性、普及所管内の農家統計、普及活動などが調査

され、報告書が取りまとめられた。

成果２：市場ニーズに合致した園芸作物の適正技術が取りまとめられる。

成果２はこれまでの活動により部分的に達成された。引き続きの活動により、プロジェ

クト終了までの達成が見込まれる。

指標 2-1：デモンストレーションの種類とその内容

＜ 2012 年＞： 2012 年 3 月に 3 県ごとの野菜春夏作の計画が作成され、エルビル県と

スレイマニア県で実施されたが、秋冬作は試験研究分野全体の計画が

MoAWR 大臣から承認されず実施に至らなかった。

＜ 2013 年＞： 2013 年の野菜・果樹試験計画が、2012 年 11 月に作成され、2013 年 1
月以降に実施された。

＜ 2014 年＞： 2013 年 11 月に 2014 年野菜・果樹試験計画が作成され、現在、実施中

である。また、篤農家を対象としたデモ圃場は、スレイマニア県でトマ

トの促成栽培を実施した。

指標 2-2： フィールド・デイの開催、参加者割合（地域の園芸農家総数に対する）とその

内容

試験栽培の結果を農家に周知するためのフィールド・デイが、以下のとおり、開催

された。

１）トマト促成栽培のフィールド・デイ

エルビル県： 2013 年 3 月（参加者 30 名）

スレイマニア県：2013 年 5 月（雨天のため参加者 6 名）

ドホーク県：2013 年 5 月（参加者 62 名）

２）ブロッコリー栽培のフィールド・デイ

スレイマニア県：2014 年 1 月（県農業総局長を含む 50 名が参加）

ドホーク県：2014 年 1 月（参加者 30 名）

指標 2-3：園芸技術ガイドライン

C/P を対象とした、「閉鎖型育苗施設・技術ガイドライン」が策定されている（2013
年 12 月）。そして、これまでの試験結果を反映し、トマト促成栽培、ブロッコリー栽

iii



培等の技術ガイドラインが順次、策定される予定となっている。

成果３： 成果１及び２により明らかになった情報に基づき、適正技術の普及活動詳細計画

が作成される。

成果３はプロジェクト終了までに達成される見込みである。

指標 3-1：活動詳細計画書

各県の篤農家を通じた適正技術の普及手法・アプローチが検討されており、2014 年

6 月に策定作業予定となっている。

成果４：活動詳細計画に沿って、農民支援のための普及活動が実施される。

成果４はプロジェクト終了までに達成される見込みである。

指標 4-1：普及員への研修を通じた普及員レベルの向上

2014 年の 9 月以降の活動実施が、現在、検討されている。

指標 4-2：普及員向け教材

今後の活動詳細計画の策定において、普及員向けの研修教材の内容が検討される。

指標 4-3：普及員による農家研修の実施、参加者割合

今後の活動詳細計画の策定において、農家研修の回数や内容が検討される。

指標 4-4：フィールド・デイ開催と参加者割合

今後の活動詳細計画の策定において、フィールド・デイの回数や内容が検討される。

（２）プロジェクト目標の達成状況は以下のとおりである。

プロジェクト目標： 現地の栽培条件に適し、市場ニーズを踏まえた園芸技術がプロジェク

ト対象農家に普及される。

プロジェクト目標はプロジェクト終了までに達成される見込みである。

指標１：農家による適正技術の採用度

普及活動をまだ開始していないため、農家に対してはフィールド・デイ等での適正

技術の周知にとどまっている。更なる適正技術確立のための試験栽培と並行しつつ、

農家を対象とした技術の普及は、2014 年の 9 月以降に開始される予定であり、それ以

降の農家による適正技術の採用が期待される。

（３）上位目標の達成予測は以下のとおりである。

上位目標： 適正園芸技術の導入 ･ 普及とマーケティングの促進を通じて、クルド地域農民

の園芸作物の売り上げが増大する。

現時点（2014 年 2 月）では上位目標の達成を予測するのは困難である。

指標１：適正園芸技術を導入した農家の数

現状では、適正園芸技術を導入した農家の数の予想は困難である。
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指標２：適正園芸技術を導入した農家の収入の増加

現状では、適正園芸技術の導入による農家の収入値の予想は困難である。

３－２　評価結果の要約

評価５項目として、妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性に係る評価結果は以下の

とおりである。

（１）妥当性

イラク連邦政府の「国家開発計画（2010 ～ 2014 年）」が掲げる農業セクタービジョンでは、

食料安全保障のための国内生産の振興、農村部の貧困削減や経済多様化による石油依存の

是正のための農業生産額の増加を掲げている。また、プロジェクト実施対象地域であるク

ルド自治地域の「農業セクター戦略計画（2009 ～ 2013 年）」では、地域資源の有効活用に

よる農業生産の向上を掲げている。プロジェクトの目標は、これらの計画の内容と合致し

ている。

2012 年作成の対イラク国別援助方針では、経済成長のための産業の振興と多角化が掲げ

られており、農業分野はその重点分野のひとつとなっている。プロジェクトは、そのため

の農業関連技術向上のためのプロジェクトとして実施されている。

（２）有効性

現在、成果１は達成されており、成果２の達成に向けて、野菜と果樹の試験栽培が各県

において実施されている。今後成果３、４の活動も順次開始予定であり、プロジェクト終

了までにプロジェクト目標は達成されると見込まれる。一方で、①園芸作物の市場動向、

②種子会社の動向、③クルド自治政府（KRG）の予算状況には十分留意する必要がある。

プロジェクトデザインについては、先方のニーズ等に合わせて一部活動のスケジュール

変更を検討しているが、プロジェクト成果からプロジェクト目標へつながる構成自体に問

題はない。

（３）効率性

日本側及び KRG 側の投入は、プロジェクト活動を進めるためにおおむね適切なものであ

り、プロジェクト活動の効率的実施に用いられた。

プロジェクト開始当初は、KRG 側のプロジェクトに対する理解不足によりプロジェク

ト運営が一部阻害されることがあったが、適切な連携体制の構築が進められており、プロ

ジェクト運営も効率的になりつつある。

（４）インパクト

インパクトの発現（上位目標の達成）のためには、C/P がプロジェクト終了後も、特定

された適正技術を各県で継続して普及させることが不可欠である。普及活動が開始されて

いない現状でのインパクトの発現の予測は困難だが、今後の C/P の能力開発と普及実施体

制の構築が重要なものとなるだろう。

その他のプロジェクトの実施によるポジティブ、ネガティブなインパクトは、特に観察

されていない。
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（５）持続性

政策面では、イラク連邦政府の国家開発計画（2013 ～ 2017）はプロジェクトの方向性と

合致している。クルド自治政府の農業開発戦略計画は、現在改訂中（2014 年 3 月現在）で

あるが、現計画（2009 ～ 2013）は本プロジェクトの方向性と一致している。

財政面については、現時点では問題は生じていないものの、構造的に社会的・政治的な

要因に左右されやすいため、留意が必要である。

技術面では、各県農業局の C/P は、これまでの活動を通じて、順調に知識や技術を身に

付けてきている。プロジェクト終了まで活動が継続されることで十分な知識や技術が移転

されることが見込まれる。

（６）結　論

本プロジェクトでは、ベースライン調査及び着実な栽培試験の実施により各種データが

蓄積されつつあり、既に一部の適正技術が特定されている。なお当初はプロジェクト前半

に完了する予定であった栽培試験だが、先方の新規作物や高度な技術に対する高いニーズ

等を踏まえてプロジェクト終了まで継続していくことが関係者間で合意されている。今後

はこの栽培試験と並行して適正技術の普及も実施していく予定であり、一部プロセスに変

更はあるものの、プロジェクト終了までに当初の目標は達成される見込みである。

一方で、本プロジェクトは、まだ情勢が安定しているとはいい難いイラクにおける技術

協力プロジェクトであり、社会的・政治的な不安定要因に影響を受ける可能性が高い。そ

のため社会的・政治的な不安定要因及びそれらがプロジェクトに与える影響について、適

時適切な状況把握を行い、リスクを低減または回避する対策を考えつつプロジェクトを運

営し、必要に応じてプロジェクトの方向性を修正することが求められる。

４．提　言

４－１　プロジェクトへの提言

（１）活動計画（PO）の改訂

適正技術の特定のための栽培試験はプロジェクト終了まで継続し、並行して普及を実施

することがプロジェクト関係者間で協議されているため、この結果に沿って、PO を改訂す

ることが望まれる。

（２）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）指標の改訂

これまでの活動でイラク側関係者のキャパシティ・デベロップメント（CD）が実現され

てきた。しかし現行 PDM には、関連する指標が設定されていないので、プロジェクトにお

いて CD が重要であることを関係者間で共有するために、CD に関する指標の追加を検討す

る必要がある。

（３）クルド自治地域 3 県のモニタリング機能強化

プロジェクトが各県の活動進捗を適時把握することは、栽培管理の視点で重点である。

日本人専門家が自由に移動できる環境にないことも踏まえ、モニタリングの機能強化が必

要である。 

（４）試験栽培の結果等の適時報告

試験結果を定量的に分析し、MoAWR に対して適時報告することで、プロジェクトへの
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理解が促進され、プロジェクトの円滑な実施につながると考えられる。

４－２　日本側への提言

イラクの治安状況等の理由から、日本人専門家派遣は当初計画とは一部異なっている。また

専門家の現地活動も一部制約されている。活動制約を考慮したうえで、適時適切な日本人専門

家を派遣することが重要である。

４－３　クルド自治政府（KRG）への提言

（１）KRG/MoAWR から各県農業局への予算配賦が不安定であるが、各県農業局の円滑な活動

はプロジェクトに欠かせないため、MoAWR には適切な予算配賦を求めたい。

（２）日本人専門家による技術移転という視点から、各県の C/P は少なくともプロジェクト終

了時まで異動をさせないように求めたい。
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1. Background of the Project
In Iraq, agriculture has been the second largest sector after natural resources: oil and gas. Since the 

population of farmers who are engaged in horticulture in Kurdistan region especially in remote areas is 
relatively high, development of the horticulture sub-sector will be able to achieve stability of the area 
through income generation. However, productivity and income of horticulture decreased after decades of 
international conflicts and following economic sanctions. In addition, the knowledge for improvement of 
horticulture technologies was also lost even in research institutes. Because of the above situation, farmers 
could not provide sufficient quality of products to domestic and international markets, and then higher 
quality crops from outside of the country took a good position especially in the season when the amount of 
domestic production is small. At last, farmers could earn less income from horticulture crops and then the 
motivation for new technologies weakened. The above negative sequence has caused the low livelihood of 
small scale farmers in the area.

JICA started technical cooperation to respond the request from Kurdistan Regional Government (KRG). 
The Project for “Horticulture Technology Improvement and Extension in KRG” (Hereafter referred as “the 
Project”) has been implemented since August 2011 for five years to deal with above issues.

2. Project Overview
(1) Overall Goal

Income from horticultural crops of farmers in the Kurdistan region is increased through introduction and 
dissemination of suitable horticulture technologies and promotion of marketing.

(2) Project Purpose
Horticulture technologies suitable to local agricultural conditions are disseminated to target farmers to 
respond to market needs.

(3) Outputs
1) Baseline survey is conducted and the results are analyzed for suitable horticulture technologies..

評価調査結果要約表（英文）

I.  Outline of the Project

Country: Republic of Iraq Project title: The Project on Horticulture Technology 
Improvement and Extension

Issue/Sector: Agriculture Cooperation scheme: Technical Cooperation

Division in charge: Field Crop Based 
Farming Area Division, Rural Development 
Department

Total cost: approximately 800 million yen

Period of 
Cooperation

(R/D): July 03 2011
(Period): Aug. 2011 –Aug. 
2016

Resposible Organization in Iraq: The Ministry of 
Agriculture and Water Resources (MoAWR), Kurdistan 
Regional Government (KRG)
Supporting Organization in Japan: None

Related Cooperation: 
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2) Suitable horticulture technologies are identified.
3)  Detailed plan for extension of suitable horticulture technologies is prepared based on the findings of 

output 1 and 2.
4)  Extension activities in support of farmers are conducted in accordance with the detailed plan 

prepared in output 3.

 (4) Inputs
 Japanese side: 

Expert: 10, Local cost : USD 314,694, Trainees received in Japan:1 and in the third country: 8
 KRG side: 

Counterpart (C/P): 20, Local Cost: salary for C/Ps and etc, Land and Facilities: the office space in 
MoAWR, construction of green houses in each directorate in target area.

1. Result of Achievements
(1) Achievement of Outputs

Output 1: Baseline survey is conducted and the results are analyzed for suitable horticulture technologies.

Indicator1-1: Completion of the baseline survey and its contents
Baseline survey was conducted between December 2011 and March 2012 by the Project. The survey is 
consisted of Farm Management, Market and Extension System. The report of “Farm Management” was 
compiled in June 2013, 500 copies were printed in June 2013. The report of “Market” was compiled 
in January 2014, 200 copies were printed.  The report of “Extension system” was finalized in February 
2014.

Indicator 1-2: List of vegetable and fruits suitable for each area.
Two days workshops were conducted in each governorate to make the list of suitable vegetables and 
fruits in between February and March 2012. Selected vegetables and fruits are followings;
< vegetable>: Tomato (green house), cucumber (green house), strawberry, broccoli, mini tomato, red 
cabbage

 II. Evaluation Team

Japanese 
side

Mr. Kenichi Kato

Dr. Jiro Aikawa
Mr. Ryosuke Murakami

Mr. Harumi Iida

Leader, Director, Field Crop Based Farming Area Division, Rural 
Development Department, JICA
Cultivation Management, Senior Advisor, JICA
Cooperation Planning, Field Crop Based Farming Area Division, 
Rural Development Department, JICA
Evaluation Analyst, Global Link Management Co. 

KRG side Mr.Wale Omer Husain
Mr.Oral Musi Muhammed
Mr.Najeb Odesho Deno

Expert, Erbil Research Center
Agricultural Engineer, Sulaymanya Research Center
Agricultural Engineer, Duhok Directorate of Horticulture

Period of 
Evaluation

Febrary 18, 2014 ~ March 8, 2014 Type of Evaluation: Mid-term Review

III. Results of Evaluation

x



< fruit >: Grape, peach, pomegranate
Indicator 1-3: Report on market trend of horticulture crop and its contents

The report of “Market” was finalized in January 2014. It contains market information of vegetable and 
fruits in each area. The report puts focus on domestic product and foreign product, their prices and 
market needs.

Indicator 1-4: Assessment report of extension works in their numbers and capacities for each area.
The report of “Extension System” was finalized in February 2014. It contains allocation of staff, 
educational background of each staff, statistic data of farmers, extension activities in each governorate.

Output 2: Suitable horticulture technologies are identified.

Indicator 2-1: Purpose of each demonstration and its technology.
< 2012 >: Action plan for 2012 was made for trial of spring and summer cultivation of vegetable in 
March 2012. Trials were implemented in Erbil and Sulaymaniya. The trials for winter season were not 
implemented, due to the action plan for autumn and winter was not approved by MoAWR. 
< 2013 >: Action plan for 2013 was made for trial of vegetables and fruits in November 2012. Trials 
started at each governorate in January 2013
< 2014 >: Action plan for 2014 was made for trial of vegetables and fruits in November 2013. The trials 
have been implemented at each governorate. Also, trial of tomato was implemented in demo farm in pilot 
farmer in Sulaymaniya. However, it was stopped due to the damage by cold weather.

Indicator 2-2: Hosting of field day, rate of participation over the total horticultural farmers.
Field days were conducted for awareness of result of the trial to farmers as follows; 
1) Field days for forcing cultivation of tomato, 

● 30 farmers participated in Erbil, March 2013
● 6 farmers participated in Sulaymaniya, May 2013
● 62 farmers participated in Dohuk, May 2013

2) Field days for broccoli
● 50 farmers participated in Sulaymaniya, January 2014
● 30 farmers participated in Dohuk, January 2014

Indicator 2-3: Completion of technical guidelines.
“Technical guideline of closed nursery system” for C/Ps was made in December 2013. Technical 
guidelines for forcing cultivation of tomato and cultivation of broccoli will be made by the Project based 
on results of the trials.

Output 3: Detailed plan for extension of suitable horticulture technologies is prepared based on the 
findings of output 1 and 2.

Indicator 3-1: Completion of detail plan for extension activities
Extension approach of appropriate technology will be discussed by the Project in June 2014.

Output 4: Extension activities in support of farmers are conducted in accordance with the detailed plan 
prepared in output 3.

Indicator 4-1: Improvement of capacity of extension workers through training.
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Conducting of the training will be planned after September 2014.
Indicator 4-2: Teaching materials for extension workers.

In detailed extension plan, teaching materials for extension workers will be considered in each 
governorate.
Indicator 4-3: Hosting of trainings by extension workers of farmers, rate of participation over the total 
horticultural farmers.

In detailed extension plan, number of training, workshop and field day will be mentioned.
Indicator 4-4: Improvement of their capacity of farmers through training.

Improvement of capacity of farmers will be included in extension activities.
Indicator 4-5: Hosting of field day and rate of participation.

In detailed extension plan, number of training, workshop and field day will be mentioned.

(2) Achievement of Project Purpose

Horticulture technologies suitable to local agricultural conditions are disseminated to target farmers to 
respond to market needs.

Indicator 1: Extent of adoption by famers of suitable technologies
Results of trials will be incorporated in the detailed extension plan. Appropriate crops and cultivation 
systems respond to local market needs, will be extended to farmers based on the detailed extension plan.

(3) Achievement of Overall Goal

Income from horticultural crops of farmers in the Kurdistan region is increased through introduction and 
dissemination of suitable horticulture technologies and promotion of marketing.

Indicator 1: Number of farmers adopting suitable horticulture technologies.
It is early to predict the number at present

Indicator 2: Income increase of farmers adopting suitable horticulture technologies.
It is early to predict the number at present

2. Summary of Evaluation Results
(1) Relevance

The aim of the Project is consistent with the policies of Government of Iraq as well as needs of Kurdistan 
region. According to the National Development Plan (2010 – 2014), agriculture sector has vision to increase 
agricultural production for food security and to reduce the poverty in rural area and dependency on oil by 
diversification of national economy. KRG formulated the Agricultural Sector Strategic Plan (2009 - 2013) to 
achieve self-sufficiency of food in the Kurdistan region by utilizing natural, human and financial resources 
and advanced technology and knowledge. 

The Project is also consistent with the Japan assistance policy to Republic of Iraq. In the policy, 
agriculture sector is considered as one of the priority area of “Promotion of non-oil economy in order to 
achieve economic growth” in Iraq.

(2) Effectiveness
The Project Purpose will be achieved by the end of the Project based on the activities of the Project. On 
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the other hand, it is important to monitor several factors to be able to affect the project such as market trends 
of the horticulture, seed market situations and financial conditions in KRG.

The project design is appropriate for achievement of the project purpose. However, a part of the project 
design is expected to be somewhat modified at the level of activities and schedule according to the present 
situation.

(3) Efficiency
Regarding implementation of the project activities, inputs from Japanese side and KRG side are 

efficiently utilized in the Project activities. 
At the beginning, the Project had several obstacles for efficient management due to misunderstanding 

and miscommunication between Japanese and KRG sides. After that, both sides have discussed 
constructively for the purpose of smooth cooperation. At this time, the Project is managed and implemented 
with close relationship.

(4) Impact
In order to achieve the Overall Goal of the Project, further expansion of suitable technology for 

vegetable and fruit to farmers would be necessary. The prospect for the achievement of the Overall Goal is 
difficult at this time because activities of expansion have not conducted yet.

However, it is too early to predict to achieve Overall Goal. Other positive and negative impacts were not 
observed.

(5) Sustainability
Regarding policy and institutional aspect, sustainability of the Project outcome will be sustained in 

National Development Plan (2013 – 2017) of Government of Iraq and the Agricultural Sector Strategic Plan 
of KRG (2009-2013). 

Concerning financial aspect, the project has been carried out by C/Ps of each governorate without 
problem at present. However it is necessary to monitor external situations because finance of public 
organizations in KRG have tendency to be influenced structurally by social and political factor.

Regarding technical aspect, C/Ps in each governorate has acquired knowledge and techniques through 
the participation into the project activities. C/Ps would be able to maintain the knowledge and skills in order 
to sustain the activities after the Project end. 

(6) Conclusion
Based on the various types of data accumulated by the baseline survey and cultivation trials, several 

appropriate technologies have been identified. The cultivation trials are expected to be continued until the 
end of the project corresponding to the requirement of more specific techniques by Iraq. In parallel with the 
cultivation trials, expansion of the techniques identified in the project will be conducted for the achievement 
of the project purpose.

On the other hand, the circumstances of this Iraq project are hard to say stable and likely to be affected 
in the social and political instability. Therefore it is essential to comprehend social and political situations 
and the impacts caused from these factors. Considering measures to reduce or avoid the risk of the project, 
project direction will be required to fix as necessary.
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3. Recommendations
(1) To Project side

● Considering the progress of the Project, PO is required to be revised.
●  The indicator of PDM about the improvement of the capacity development of C/Ps in each 

governorate should be added.
●  Monitoring systems among MoAWR and governorates need to be strengthened for effective 

implementation of the Project activities.
●  Quantitative data of trials is required to be presented after statistical analysis.

(2) To Japanese side
●  It is essential to dispatch appropriate experts according to the revised PO. 

(3) To KRG side
●  In order to implement the Project activities smoothly, MoAWR is required to allocate necessary 

budget for each governorate. 
●  From the view point of technical transfer of the Japanese expert, C/Ps in each governorate should 

remain at least till the end of the Project. 
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第１章　中間レビュー調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

（１）経　緯

イラク共和国（以下、「イラク」と記す）北部に位置するクルド自治地域（エルビル県、ドホー

ク県、スレイマニア県）は、イラク国内でも 300mm ～ 1,200mm と年間降水量が多いことか

ら潜在的な農業生産性は高く、イラク全体の食糧自給のためには、クルド地域の生産性向上

は重要である。しかしフセイン独裁政権下の弾圧と農村破壊、近年の干ばつなどの影響でク

ルド地域の農業生産は減退し、農業の復興や破壊された農村の復興、農民の農村への帰還な

どが課題となっている。農業セクターのなかでも園芸作物（果樹・野菜）は、集約的な栽培

により小規模の農地面積でも現金収入を得る手段となり得ることから、農村における広範な

生計向上に貢献する可能性のある品目である。そのため、農村振興につながる園芸作物の生

産拡大に向け、市場ニーズに基づくマーケティングの促進までを視野にいれた適正な園芸技

術を導入・普及していくことが求められている。

（２）目　的

１）プロジェクトの実績及び実施プロセスを把握する。

２ ）評価５項目の視点から、プロジェクトの現状を評価する。なお、中間レビューにおいて

は、基本的には、「妥当性」と「効率性」について、貢献・阻害要因とともに重点的に分

析し、「有効性」、「インパクト」については、成果の実績や活動状況に基づいて、今後の

動向、実現可能性を検証し、「持続性」についてはその見込みについて検討する。

３ ）上記について評価報告書に取りまとめて関係者間で共有するとともに、この結果を踏ま

え、プロジェクトの戦略や活動計画、投入、実施体制等について相手国側と協議し、必要

な提言を行う。

１－２　調査団の構成と調査期間

（１）日本側調査団員

担　当 氏　名 所　属

総　　括 加藤　憲一 JICA 農村開発部畑作地帯課　課長

栽培管理 相川　次郎 JICA　国際協力専門員

協力企画 村上　亮介 JICA 農村開発部畑作地帯課

評価分析 飯田　晴海 グローバルリンクマネージメント株式会社

（２）イラク側評価委員

氏　名 所　属

Wale Omer Husain Erbil Research Center

Oral Musi Muhammed Sulaymanya Research Center

Najeb Odesho Deno Duhok Directorate of Horticulture
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（３）イラク派遣期間

評価分析：2014 年 2 月 18 日～ 3 月 8 日

協力企画：2014 年 2 月 21 日～ 3 月 8 日

総括、栽培管理：2014 年 2 月 25 日～ 3 月 8 日

１－３　プロジェクトの概要

（１）実施機関

（日）クルド自治政府農業・水資源省（以下、農業・水資源省と称す）

（英） Ministry of Agriculture and Water Resources, Kurdistan Regional Government

（２）裨益対象者及び規模

・ アインカワ農業試験場（エルビル県）、バグラジョ農業試験場（スレイマニア県）及びマ

ルタ農業試験場（ドホーク県）の研究員並びに対象地域の農業普及所の普及員（約 320 名）

・プロジェクト対象の園芸作物農家

・イラク連邦政府の担当職員

（３）協力期間

2011 年 8 月 25 日～ 2016 年 8 月 24 日（5 年間）

（４）上位目標

適正園芸技術の導入 ･ 普及とマーケティングの促進を通じて、クルド地域農民の園芸作物

の売り上げが増大する。

（５）プロジェクト目標

現地の栽培条件に適し、市場ニーズを踏まえた園芸技術がプロジェクト対象農家に普及さ

れる。

（６）成　果

１： 適正園芸技術の検討のためのベースライン調査が実施され、対象地域の関連情報が整理

される。

２：市場ニーズに合致した園芸作物の適正技術が取りまとめられる。

３：�成果１及び２により明らかになった情報に基づき、適正技術の普及活動詳細計画が作成

される。

４：活動詳細計画に沿って、農民支援のための普及活動が実施される。

（７）活　動

1-1　 栽培適地や市場動向、流通実態、普及サービス状況、ジェンダーなどに関するベース

ライン調査票を作成する。

1-2　ベースライン調査を実施する。

1-3　市場ニーズに合致した適正技術の検討に関するベースライン調査報告書を作成する。
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2-1　 新品種や栽培技術、収穫後処理技術、施設導入など、市場ニーズに合致した適正技術

の候補となる技術を列挙する。

2-2　 それぞれの技術につき、評価のための実施計画を作成する。 
2-3　 実施計画に基づき、新技術の場合は、試験場を経て篤農家においてデモンストレー

ション圃場を設置する。

2-4　 実施計画に基づき、既存技術の農家への適応化試験の場合は、篤農家においてデモン

ストレーション圃場を設置する。

2-5　 近隣農家および市場関係者を招いたフィールド・デイを開催し、成果のモニタリング

を行う。

2-6　 2-2 ～ 2-5 の結果に基づき、各地域における適正技術をリスト化する。

2-7　 新品種や栽培技術、収穫後処理技術、施設導入、市場動向の把握方法、モニタリング

手法など、各技術における技術ガイドライン（案）を作成する。

2-8　成果４の普及活動を踏まえて、技術ガイドラインを完成させる。

3-1　成果１及び２を踏まえて、適正技術の普及手法・アプローチを検討する。

3-2　地域別の普及活動詳細計画を作成する。 
3-3　3-1 及び 3-2 の成果、経験、プロセス等をイラク連邦政府と共有する。

4-1　普及員向け研修教材を作成する。

4-2　普及員のための研修を実施する。

4-3　普及員による対象農家への研修実施を支援する。

4-4　 適正技術については、試験場及び篤農家において試験場職員や普及員がデモンスト

レーション圃場を設置するのを支援する。

4-5　普及員によるファーマーズ・フィールド・デイ開催を支援する。

4-6　対象農家による技術採用度のモニタリングと調査を普及員が実施するのを支援する。
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第２章　中間レビュー調査の方法

２－１　主な調査項目

２－１－１　評価調査の構造

今般の中間レビュー調査は、JICA 事業評価ガイドライン
1
に基づき、以下の手順によって実

施した。

（１）プロジェクトの計画を論理的に配置したログフレーム〔本プロジェクトにおけるプロ

ジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）〕を事業計画としてとらえ、評価デザインを

確定する。

（２）いくつかのデータ収集方法を通じ入手した情報を基に、プロジェクトの現状を「実績・

実施プロセス」「因果関係」の観点から把握・検証する。

（３）「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「持続性」の 5 つの観点（評価５項目）から、

プロジェクトの効果（アウトカム）を評価する。

上記の（１）から（３）を通じ、プロジェクトの成否に影響を及ぼしたさまざまな要因

の特定を試み、プロジェクトの関係者に対して、残りの実施期間に係る提言を行うとと

もに、プロジェクト実施に係る教訓を抽出する。なお、本評価手法において活用される

PDM の構成要素の内容について、以下の表２－１に示す。

表２－１　PDM の構成要素

項　目 内　容

上位目標 プロジェクトを実施することによって、プロジェクト終了後 3 年～ 5
年程度で対象社会において発現が期待される長期的な効果。

プロジェクト目標 プロジェクト実施によって達成が期待される、ターゲットグループや

対象社会に対する直接的な効果。

成　果 プロジェクト目標達成のためにプロジェクトが生み出す財やサービス

等。

活　動 成果を創出するために、投入を用いて行う一連の具体的な行為。

指　標 プロジェクトの成果、目標及び上位目標の達成度を測るもので、客観

的に検証できる基準。

指標データ入手手段 指標を入手するための情報源。

外部条件 プロジェクトでコントロールできないが、プロジェクトの成否に影響

を与える外部要因。

前提条件 プロジェクトが実施される前に実現しておかなければならない条件。

1
　新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月）及び JICA 事業評価ガイドライン改訂版（2004 年 2 月）。
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投　入 プロジェクトの成果を創出するために必要な資源、人員、資機材、運

営経費、施設など。

出典：新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月）

さらに、本プロジェクトの評価に適用される評価５項目の各項目の定義は、以下の表２－２

のとおりである。

表２－２　評価５項目の定義

評価項目 JICA 事業評価ガイドラインによる定義

妥当性 プロジェクトと、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度、並びに政

策・方針との整合性の度合い。

有効性 プロジェクトの目標の達成度合いを測る尺度（プロジェクトの実施により、

プロジェクトの目標が達成され、受益者もしくは社会への便益や課題が解決

されたかを問う視点）。

効率性 投入に対する成果を計測する（主にプロジェクトのコスト及び成果の関係に

着目し、投入資源が有効に活用されているか、プロジェクト運営は的確にな

されたかを問う視点）。

インパクト プロジェクトによって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、

正・負の変化。プロジェクトが、地域社会・経済・環境並びにその他の開発

の指標にもたらす主要な影響や効果を含む。

持続性 プロジェクトが終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続する見込み

はあるかを問う視点。

出典：新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月）

本プロジェクトの PDM は、付属資料１．「中間レビュー調査報告書」の ANNEX 3「Project 
Design Matrix （PDM）」を参照のこと。

２－１－２　評価グリッドの作成

本中間レビュー調査における調査項目を明確にするために、PDM に基づいて、プロジェク

トの「実績及び実施プロセス」、「評価５項目」の各項目を包含した評価グリッドを作成した。

同グリッドは、「A. プロジェクトの実績及び実施プロセスの検証」と、「B. 評価５項目の分析」

で構成され、項目ごとに評価設問、情報入手手段等を記載している。同評価グリッドの構成及

びその各評価結果については、付属資料１．「中間レビュー調査報告書」の ANNEX 9「Result 
of Actual Project Achievement and Implementation Process」及び ANNEX 10「Result of Five evaluation 
criteria」を参照のこと。

２－２　データ収集・分析方法

２－２－１　データ収集方法

本中間レビュー調査では、実績の検証及び５項目評価の分析作業のために、定性的・定量的

データを以下の方法で収集した。
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（１）既存資料評価

以下のようなプロジェクトの関連記録、資料を参照した。

・ 「イラク国クルド地域園芸技術改善・普及プロジェクト（円借款附帯プロジェクト）事

業事前評価表」、2011 年 5 月、JICA
・ 「イラク国クルド地域園芸技術改善・普及プロジェクト（円借款附帯プロジェクト）詳

細計画策定調査報告書」、2011 年 7 月、JICA
・ 「イラク国クルド地域園芸技術改善・普及プロジェクト事業進捗報告書」（6 カ月ごとに

作成）、（第 1 回）2012 年 12 月、（第 2 回）2013 年 5 月、（第 3 回）2013 年 10 月、JICA
・ 「イラク国クルド地域園芸技術改善・普及プロジェクト各専門家業務報告書（小路チー

フアドバイザー、松田専門家、野口専門家、中山専門家他）」2013 年 8 月ほか、JICA
・ その他、各調査団報告書、プロジェクト活動記録、プロジェクト作成の計画書やマニュ

アル、研修教材、日本及び KRG 側の投入に係る資料等

（２）主要関係者へのインタビュー

主要関係者へのインタビューは、農業・水資源省（MoAWR）のカウンターパート（C/P）
等の関係者を対象として実施した（インタビュー対象者は、付属資料１．「中間レビュー

調査報告書」の ANNEX 1「Participants of Mid-term Review 」を参照）。また、現地調査に先

立って、帰国した元日本人専門家へのインタビューを実施した
2
。そして、適宜、現地の日

本人専門家チームに対し活動情報に係る情報提供を依頼した。

（３）質問票

現地調査の実施に先立って、クルド自治政府（KRG）側の C/P に対する質問票を作成し、

送付した。同質問票は、調査期間中に回収した。

２－２－２　データ分析と報告書の作成

プロジェクトの主要文献や、活動に係る各種の資料を検討して現地調査の準備が行われた。

現地調査では、KRG 側評価団員と合同で、主要関係者へのインタビューを行った。これらの

作業結果を、評価グリッドの項目と照らして分析し、評価５項目に従って、報告書案が作成さ

れた。同報告書案の内容を、KRG 側と協議したうえで、付属資料１．「中間レビュー調査報告

書」として取りまとめた。

２－３　評価調査の制約・限界

今般の中間レビュー調査は、調査期間が 3 週間弱という時間的な制約の下に実施された。その

ため、プロジェクト活動で実践されている個々の多様なアプローチに関する効果や経済性に係る

詳細な分析、費用対効果の観点から他案件との相対的な比較を行うことができなかった。

2
　松田専門家（園芸作物生産）、野口専門家（業務調整員）。
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第３章　プロジェクトの実績と実施プロセス

３－１　投入実績

日本側及び KRG 側投入の各詳細は、付属資料１．「中間レビュー調査報告書」の ANNEX 5「List 
of inputs from Japan and KRG」を参照。日本側及び KRG 側投入の概要は以下のとおり。

３－１－１　日本側投入

（１）専門家の配置

プロジェクトの開始以降、計 10 名の専門家が派遣されている。専門家の分野及び派遣

期間は、以下の表３－１のとおりとなっている
3
。なお、日本人専門家のイラクでの活動に

あたっては、安全管理上の措置として相当量の付随する投入が行われている点を付記して

おく。

表３－１　専門家派遣実績（2014 年 2 月 28 日時点）

ａ）長期専門家

氏　名 分　野 派遣期間

1 小路　克雄 チーフアドバイザー 2011 年 9 月 28 日～ 2012 年 9 月 27 日

2 佐久間　弘行 チーフアドバイザー 2012 年 11 月 11 日～現在

3 野口　拓馬 業務調整／研修監理 2011 年 8 月 18 日～ 2013 年 8 月 21 日

4 神谷　哲郎 業務調整 2013 年 7 月 27 日～現在

5 松田　明 園芸作物生産 2011 年 9 月 7 日～ 2013 年 9 月 4 日

ｂ）短期専門家

氏　名 分　野 派遣期間

1 中山　正和 園芸作物生産（野菜・

栽培試験）

2012 年 11 月 4 日～ 2012 年 12 月 24 日

園芸作物生産（野菜・

施設栽培）

2013 年 1 月 11 日～ 2013 年 2 月 14 日

2013 年 4 月 25 日～ 2013 年 6 月 10 日

2013 年 6 月 27 日～ 2013 年 8 月 5 日

2013 年 8 月 27 日～ 2013 年 10 月 9 日

2013 年 11 月 4 日～ 2014 年 1 月 6 日

2 原田　淳之介 園芸作物生産（野菜・

施設栽培）

2013 年 2 月 10 日～ 2013 年 4 月 9 日

園芸作物生産 2013 年 8 月 21 日～ 2013 年 9 月 27 日

2013 年 11 月 6 日～ 2014 年 1 月 26 日

3 梶房　大樹
ワークショップ運営／

ファシリテーション
2013 年 3 月 2 日～ 2013 年 3 月 21 日

3
　その他、ナショナル・スタッフとして、シニア・プロジェクトオフィサー、アシスタントの各 1 名が雇用されている。
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ｂ）調査団

氏　名 分　野 派遣期間

1 山口　正巳 総括／果樹 2012 年 8 月 24 日～ 2012 年 9 月 11 日

2013 年 3 月 2 日～ 2013 年 3 月 16 日

2013 年 8 月 16 日～ 2013 年 8 月 31 日

2 藤家　梓 果樹／害虫防除 2013 年 4 月 19 日～ 2013 年 5 月 4 日

2013 年 10 月 18 日～ 2013 年 11 月 14 日

（２）C/P 研修（本邦研修及び第三国研修）の実施

本邦研修及び第三国研修は、これまで各 1 コースが実施され、延べ 9 名の C/P が参加し

た。研修コース名及び参加人数の内訳は以下の表３－２のとおり。

表３－２　本邦研修及び第三国研修の実施

実施年度 研修コース名 参加者数

2012 年度 農業普及手法と農産物のマーケティング戦略（日本） 1

2013 年度 温室栽培研修（ヨルダン） 8

計 9

（３）機材供与

プロジェクト活動において使用する機材として、コンピュータ及び事務機器、温室栽培

用ヒーター、閉鎖型育苗用コンテナ等を中心に供与された。これまでの供与機材総額は、

5 万 6,189 米ドルとなっている。各年度の支出額は、以下の表３－３のとおり。

表３－３　供与機材（米ドル）

年　度 機材数 支出額

2011 29 18,350

2012 16 9,889

2013 11 27,950

合　計 55 56,189

（４）現地業務費支出

プロジェクトの活動に伴う現地業務費の 2011 年度から現在までの支出総額は、31 万

4,694 米ドルとなっている。各年度の内訳は、以下の表３－４のとおりである
4
。〔上記（３）

の機材供与費含む〕

 

4
　平成 14 年 2 月の JICA 公定レートは、1 米ドルが、102.20 円となっている。
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表３－４　現地業務費支出（米ドル）

年　度 支出額（USD）

2011 48,084

2012 84,883

2013 ＊ 181,727

計 314,694
＊

2013 年度支出は、2014 年 1 月末現在のもの。

３－１－２　クルド自治政府（KRG）側投入

（１）C/P の配置

MoAWR の C/P は、20 名の職員が任命され、活動に参加している。同 C/P は、以下の表

３－５のとおり、同省の本庁と活動対象地域であるエルビル、ドホーク、スレイマニアの

各県の農業局の職員で構成されている（C/P の氏名は、付属資料１．「中間レビュー調査

報告書」の ANNEX 5「List of inputs from Japan and KRG」を参照）。

表３－５　MoAWR の C/P の配置

所属先 配置数

本庁 農業研究・普及局 4 名

エルビル県農業局 農業研究・普及課 5 名

アインカワ普及所 1 名

ドホーク県農業局 園芸課 2 名

普及課 2 名

スレイマニア県農業局 農業試験場 3 名

普及課 3 名

計 20 名

（２）ローカルコスト負担

MoAWR は、プロジェクト活動の実施において、プロジェクト事務所等の光熱費等を負

担しているほか、C/P である同省職員の給与、各県農業局の温室の建築費、温室及びその

他の圃場の維持費等を負担している。

（３）施設、機材等の提供

エルビル市内の MoAWR の中に、プロジェクト用事務所用のスペースや、活動に必要な

機材が提供されている。各県農業局にも同様に、プロジェクト用の執務スペースが提供さ

れている。また、各県に野菜の試験栽培用の温室が設置されている。

３－２　活動の実施状況

プロジェクトの活動は、以下の 4 つの成果を達成するために、実施計画（PO）に沿って実施

された。
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３－３　成果の達成状況

３－３－１　成果１の達成状況

成果１： 適正園芸技術の検討のためのベースライン調査が実施され、対象地域の関連情報が

整理される。

成果１は達成された。

2011 年 12 月から 2012 年 3 月の期間で、クルド自治地域 3 県の農家営農、市場、普及体制に

係るベースライン調査が実施された。ベースライン調査の概要は、以下の表３－６のとおりで

ある。

表３－６　ベースライン調査の概要

調査対象分野 調査対象 報告書 印　刷

農家営農調査 897 農家 2013 年 6 月完成 500 部製本済

市場調査 卸売市場の 51 取引業者 2014 年 1 月完成 200 部製本済

普及体制調査 41 普及センターの 200 名の普及員 2014 年 2 月完成 15 部製本済
5

上表において、農家営農調査報告書は既に、関係者に配布されている。市場調査報告書及び

普及体制調査報告書も、今後、順次、配布される予定である。これらの調査報告書は、今後の

プロジェクト活動において、適宜、活用されることが期待されている。

また同調査は、日本人専門家と各県農業局の C/P が協働で調査・分析を実施され、先方が求

める項目を網羅した内容となっている。当初の計画よりも取りまとめに時間を要したものの、

C/P が主体的にベースライン調査に参加したことにより、対象地域における農業の実態把握に

加え、調査手法の知見蓄積等、関係者のキャパシティ・デベロップメント（CD）に貢献した

といえる。

成果１の指標は、以下の表３－７に示したとおりである。現状において、これらの指標は既

に十分達成されており、成果１は達成されたといえる。

5
　配布は内部関係者に限定。
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表３－７　成果１の指標の達成状況

指　標 達成状況

1-1： ベースライン調査の実施と

その内容

2011 年 12 月から 2012 年 3 月の期間に、ベースライン調査

が実施された。同調査は、農家営農、市場、普及体制の 3
つの項目を対象としている。農家営農調査報告書は、2013
年 6 月に完成し、7 月に 500 部が印刷された。市場調査報

告書は 2014 年 1 月に完成し、2 月に 200 部が印刷された。

普及体制報告書は 2014 年 2 月に完成し、プロジェクト内

部向けとして 15 部が印刷された。またすべての報告書は

イラク側関係者と協働で調査・作成され、先方が求める内

容が網羅されている。

1-2： 各地域別適正野菜・果樹の

リスト作成とその内容

2012 年 2 月から 3 月において、各県で 2 日のワークショッ

プが実施され、以下の適正品種のリスト化が行われた。

１）園芸作物： トマト、キュウリ、イチゴ、ミニトマト、

赤キャベツ、ブロッコリー等

２）果樹栽培：ブドウ、モモ、ザクロ等

1-3： 各地域別の園芸作物の市場

動向レポート作成とその内

容

ベースライン調査として、各県の市場調査が実施された。

各県における野菜・果樹に関する卸売市場の概要及び野

菜・果樹の国産作物と輸入作物に関する出荷取扱状況、市

場ニーズ（入荷時）の調査、価格比較が行われて、報告書

が取りまとめられた。今後市場の変化に応じて、追加の調

査が行われる。

1-4： 各地域別普及員数と普及員

のレベル判定調査報告書の

作成とその内容

ベースライン調査として、各県の普及体制調査が実施され

た。各県における普及所の普及員配置、普及員の学歴・専

門性、普及所管内の農家統計、普及活動などが調査され、

報告書が取りまとめられた。

３－３－２　成果２の達成状況

成果２：市場ニーズに合致した園芸作物の適正技術が取りまとめられる。

成果２はこれまでの活動により部分的に達成された。引き続きの活動により、プロジェクト

終了までの達成が見込まれる。

本プロジェクトは、各県と合意した試験栽培計画に基づいて、野菜と果樹の試験栽培を、

2012 年より開始した。現在、試験栽培は、以下の表３－８の項目について実施されている。
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表３－８　試験栽培実施状況

対　象 実施状況

野菜栽培 試験圃場でのトマト促成栽培（及び通年栽培）

新規作物としてのブロッコリー栽培

閉鎖型育苗用施設の開発（エルビル県にて2013年8月にプロトタイプ施設完成、

スレイマニア県・ドホーク県に 2014 年 1 月に同施設の設置）

トマト抑制栽培（エルビル県のみ）

パイロット農家でのトマト促成栽培（スレマニア県のみ）

果樹栽培 適正品種の選定（各県に 290 本の苗木 6 と台木提供）

モモの摘果・袋かけ検証試験

害虫防除のための生態／被害調査、一部検証試験の開始

これまでの試験栽培の結果、以下の適正技術が有望とされている。

（１）ブロッコリーの春作

連作障害対策として試験栽培を始めたブロッコリーの春作だが、現地の環境に適してい

たこともあり、予想以上の収量となった。収穫後の分析は詳細に行われていないが、連作

障害対策に加えて収益性についても関係者から期待されている。具体的には以下のとお

り。

１）エルビル県では、温室でのキュウリの連作障害を、ブロッコリー栽培を挟むことに

よって、緩和する効果が期待されている。同県農業局の試験場では、試験栽培でその

有効性が得られたとして、本庁の試験・普及局に報告する旨のレターを送付した。

２）ドホーク県では、園芸局が、豊作であったブロッコリー栽培結果を周知するために、

農家向けのフィールド・デイを自主的に開催した。

３）スレイマニア県では、ブロッコリーは現地の市場で広く流通しており、費用対効果を

考慮しつつ、フィールド・デイを通じた農家への普及が可能であるとしている。

（２）トマトの促成栽培

各県の自然条件に応じた方法で実施され、各県で良好な栽培結果を示した（2014 年 6
月以降、収穫後に経済分析が行われる予定である。2012 年度の試験栽培結果は、付属資

料１．「中間レビュー調査報告書」の ANNEX 6 を参照）。

１）エルビル県試験場では、現地でトマトに深刻な被害を与えている病気（トマト黄化葉

巻ウィルス）に対して、特定の品種（Waad 種）が抵抗力を持つことが、試験栽培の過

程で確認された。

２）スレイマニア県では、トマトの促成栽培及び冷温栽培は、南北で異なる自然状況をも

つ同県の栽培状況に合致していると判断された。

6
　栽培品種は、モモ、アプリコット、プラム、チェリー、ネクタリンの 5 種類である。
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（３）閉鎖型育苗システム

閉鎖型育苗システムとは、室内の整備された施設内において、温度や湿度等を最適な

環境に人為的に管理することによって、苗を効率的に生育するものである。2013 年 4 月

から日本人専門家が導入に向けた指導を開始し、2013 年 12 月には閉鎖型育苗施設・技術

ガイドラインが策定され、2014 年 2 月現在、クルド地域 3 県の試験場で導入されている。

イラク側からの閉鎖型育苗システムのニーズは高く、今後、各県の試験場の栽培試験に閉

鎖型育苗を取り入れ、この新規技術をイラク国内で積極的に活用していくことが期待され

る。

各県の C/P は、プロジェクトの活動に実際に携わり、多くのワークショップや研修、フィー

ルド・デイに参加することで、効率的な試験栽培の実施と結果の評価手法に係る能力開発を

行っている。これまで、20 回以上のワークショップ、研修やフィールド・デイが実施されて

おり、各県の研修参加者数は、以下の表３－９のとおりである（ワークショップ及び研修リス

トは、付属資料１．「中間レビュー調査報告書」の ANNEX 7 を参照）。

表３－９　各県のワークショップ及び研修参加者数（2014 年 2 月現在）

県 参加者数

エルビル 104

スレイマニア 147

ドホーク 111

計 362

上述のように試験栽培を通じていくつかの有望な適正技術が見出され、フィールド・デイ等

により関係者に技術が周知されてきた。一方で、年間市場動向を踏まえた栽培試験、新規作物

（キャベツやイチゴ等）の栽培試験等、プロジェクト実施期間を通じて、今後も栽培試験は継

続されていく予定である。

上述した活動の結果、成果２の指標の達成状況は、以下の表３－ 10 に示したとおりである。
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表３－ 10　成果２の指標の達成状況

指　標 達成状況

2-1： デモンストレーションの

種類とその内容

＜2012 年＞

2012 年 3 月に 3 県ごとの野菜春夏作の計画が作成され、エ

ルビル県とスレイマニア県で実施されたが、秋冬作は試験

研究分野全体の計画が MoAWR 大臣から承認されず実施に

至らなかった。

＜2013 年＞

2013 年の野菜・果樹試験計画が、2012 年 11 月に作成され、

2013 年 1 月以降に実施された。

＜2014 年＞

2013 年 11 月に 2014 年野菜・果樹試験計画が作成され、現

在、実施中である。また、篤農家を対象としたデモ圃場は、

スレイマニア県でトマトの促成栽培を実施した。

2-2： フィールド・デイの開

催、参加者割合（地域の

園芸農家総数に対する）

とその内容

試験栽培の結果を農家に周知するためのフィールド・デイが、

以下のとおり、開催された。

１）トマト促成栽培のフィールド・デイ

・エルビル県：2013 年 3 月（参加者 30 名）

・スレイマニア県：2013 年 5 月（雨天のため参加者 6 名）

・ドホーク県：2013 年 5 月（参加者 62 名）

２）ブロッコリー栽培のフィールド・デイ

・ スレイマニア県：2014 年 1 月（県農業総局長を含む 50 名

の参加者）

・ドホーク県：2014 年 1 月（参加者 30 名）

2-3： 園芸技術ガイドライン C/P を対象とした、「閉鎖型育苗施設・技術ガイドライン」が

策定されている（2013 年 12 月）。そして、これまでの試験結

果を反映し、トマト促成栽培、ブロッコリー栽培等の技術ガ

イドラインが順次、策定される予定となっている。

３－３－３　成果３の達成状況

成果３： 成果１及び２により明らかになった情報に基づき、適正技術の普及活動詳細計画が

作成される。

成果３はプロジェクト終了までに達成される見込みである。

成果３に関する活動は 2014 年 2 月時点では未着手であるが、各県農業局の C/P を通じて、

適正技術普及のための活動詳細計画案が 2014 年 6 月に策定される予定である。したがって、

プロジェクト終了までには達成されると見込まれる。
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表３－ 11　成果３の指標の達成状況

指　標 達成状況

3-1：活動詳細計画書 各県の篤農家を通じた適正技術の普及手法・アプローチが検

討されており、2014 年 6 月に策定作業予定となっている。

３－３－４　成果４の達成状況

成果４：活動詳細計画に沿って、農民支援のための普及活動が実施される。

成果４はプロジェクト終了までに達成される見込みである。

2014 年 6 月に策定予定の活動詳細計画に沿って、2014 年 9 月以降に順次、各県農業局の C/P
を通じて適正技術の普及が行われる予定であり、成果４は、プロジェクト終了までに達成され

る見込みである。

表３－ 12　成果４の指標の達成状況

指　標 達成状況

4-1： 普及員への研修を通じた

普及員レベルの向上

2014 年 6 月に策定に予定の活動詳細計画に沿った活動実施が、

2014 年の 9 月以降に予定されている。

4-2：普及員向け教材 活動詳細計画の策定において、普及員向けの研修教材の内容

が検討される。

4-3： 普及員による農家研修の

実施、参加者割合

活動詳細計画の策定において、農家研修の回数や内容が検討

される。

4-4： フィールド・デイ開催と

参加者割合

活動詳細計画の策定において、フィールド・デイの回数や内

容が検討される。

３－４　プロジェクト目標の達成状況及び上位目標の達成予測

３－４－１　プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標： 現地の栽培条件に適し、市場ニーズを踏まえた園芸技術がプロジェクト

対象農家に普及される。

プロジェクト目標はプロジェクト終了までに達成される見込みである。

普及活動がまだ開始されていないため、農家に対してはフィールド・デイ等での適正技術の

周知にとどまっている。更なる適正技術の特定のための試験栽培と並行しつつ、農家を対象と

した技術の普及は、2014 年の 9 月以降に開始される予定であり、それ以降の農家による適正

技術の採用が見込まれる。
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表３－ 13　プロジェクト目標の達成状況

指　標 達成状況

１． 農家による適正技術の採

用度

普及活動がまだ開始されていないため、農家に対しては

フィールド・デイ等での適正技術の周知にとどまっている。

更なる適正技術の特定のための試験栽培と並行しつつ、農家

を対象とした技術の普及は、2014 年の 9 月以降に開始される

予定であり、それ以降の農家による適正技術の採用が期待さ

れる。

３－４－２　上位目標の達成予測

上位目標： 適正園芸技術の導入 ･ 普及とマーケティングの促進を通じて、クルド地域農民の園

芸作物の売り上げが増大する。

現時点（2014 年 2 月）では上位目標の達成を予測するのは困難である。

現在、プロジェクトは、試験栽培を通じて、野菜と果樹のいくつかの有望な適正技術を特定

した段階である。プロジェクト終了までに、更なる適正技術が特定され、また並行して農家へ

の普及が実践される見込みである。

現時点では、プロジェクトが導入した適正技術とマーケティングの促進による農民の生計向

上を予測することは困難であるが、MoAWR や各県の C/P はプロジェクトの活動に積極的に参

加しており、プロジェクト終了後にも、イラク関係者が自律的に普及活動を継続し、適正技術

を取り入れた農家の生計向上を達成することが期待される。

表３－ 14　上位目標の達成予測

指　標 達成予測

１： 適正園芸技術を導入した

農家の数

現状では、適正園芸技術を導入した農家の数の予想は困難。

２： 適正園芸技術を導入した

農家の収入の増加

現状では、適正園芸技術の導入による農家の収入値の予想は

困難。

３－５　プロジェクトの実施プロセス

３－５－１　プロジェクトの運営管理

プロジェクトでは、以下に掲げる取り組みによって、円滑な運営管理を図ってきた。

（１）合同調整委員会（JCC）
プロジェクト開始直後は、KRG 側のプロジェクトの実施体制が十分に確立されておら

ず、関係者間の調整や意思決定が円滑に行われないことがあった。その後、2012 年 9 月

に開催された第 1 回の JCC において、KRG 側のプロジェクト実施体制が協議された結果、

同年 10 月より、プロジェクト・ダイレクターが、園芸局長から試験・研究局長に交代し、

新体制となった。同体制により、MoAWR の本庁内と対象 3 県農業局の間で、意思決定プ

ロセスの調整と改善が図られた。

－ 16 －



活動の進捗状況共有と課題の検討、今後の計画について議論するため、JCC は以下のと

おり、約半年に 1 回のペースでこれまで計 3 回開催されている。

・第１回：2012 年 9 月

・第２回：2013 年 4 月

・第３回：2013 年 11 月

（２）ベースライン調査合同委員会

ベースライン調査の円滑な実施のため、MoAWR の C/P との間で、ベースライン調査合

同委員会が設置された。第 1 回目の会合は、2011 年 10 月に開催され、以降、同調査の作

業が終了するまで計 15 回の会合が行われた。

（３）KRG 側とのコミュニケーションの改善

プロジェクトでは、2013 年 1 月より、援助実施機関での職務経験のある MoAWR の元

職員をナショナル・スタッフとして雇用した。同スタッフの働きによって、MoAWR 側と

の意思疎通の円滑化が図られ、活動の効率化につながっている。

（４）書面による活動内容の確認

プロジェクトでは、2013 年 8 月より、日本人専門家チームと MoAWR 側 C/P との間で、

情報共有を徹底し、かつ、協議の記録として、Document Transmittal（DT）という定形フォー

マットを導入した。同フォーマットによって、プロジェクト活動で作成された調査・試験

報告書や、活動予定などを発信し、C/P ほかの関係者と情報共有の改善を図っている。

（５）日本人専門家の活動の制約

日本人専門家は JICA の安全管理基準に沿って活動を行っているため、他国での活動と

比較して、ある程度の活動の制約が存在する。またこれらの制約は、情勢等を踏まえた流

動的なものである点も付記しておく。
7

３－５－２　活動実施における C/P との関係性

プロジェクトの開始当初は、MoAWR の C/P をはじめとする関係者は、同プロジェクトは

JICA 側が主体的に実施するとの認識が強かった。また、プロジェクト開始以降に、MoAWR
大臣の交代があり、日本の技術支援プロジェクトに対する理解不足から、その成果に対する批

判的な発言も聞かれた。プロジェクト活動において、同大臣の理解不足による影響は小さくな

く、プロジェクト・ダイレクター交代の承認の遅滞、本邦研修実施における直前の取りやめな

どに及んだ。

しかし、各県試験場の C/P が試験栽培活動に実際に従事し、活動の進捗状況や成果を JCC な

どで共有した結果、MoAWR 側の JICA の技術支援のアプローチに対する理解は、格段に深まっ

ている。

7
　 安全管理上の理由から、具体的な措置については言及しない。
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第４章　中間レビュー調査の結果

４－１　評価５項目による評価結果

４－１－１　妥当性

プロジェクトの目標は、イラク連邦政府の開発計画やプロジェクト実施対象地域であるクル

ド自治地域のニーズと合致しているとともに、日本政府のイラクに対する援助方針と一致して

いる。

（１）イラク政府の関連政策及び対象地域のニーズ

イラク連邦政府の「国家開発計画（2010 ～ 2014 年）」では、農業セクターのビジョン

として、食料安全保障のための国内生産の振興、農村部の貧困削減や経済多様化による石

油依存の是正のための農業生産額の増加を掲げている。イラクの農業セクターは停滞して

おり、小麦や野菜などの食料品を輸入に頼っている
8
ため同計画では小麦、デーツ、果樹、

トマト、タマネギなど優先作物を掲げ、生産計画を示して生産振興を図ることとしてい

る。また、新たな「国家開発計画（2013 ～ 2017 年）」でも、経済多様化と食料安全保障

の観点からの農業生産性改善の基本指針は、そのまま継承されている。

他方、KRG の「農業セクター戦略計画（2009 ～ 2013 年）」
9
では、前イラク政権による

農村破壊の影響によって、クルド地域が有する自然条件の優位性が農業生産のなかで生か

されていないとして、自然・予算・人的資源の利用と先進技術・知識の活用により、クル

ド地域の食糧自給を達成することを、目標としている。そのために、小麦、野菜、試験研

究、農業研修などの生産振興と、水資源開発、投入資材補助などの広範な活動を含むプロ

ジェクトの実施を掲げている。

したがって、プロジェクトが目的として掲げる、市場ニーズに即しつつ、現地の栽培条

件に適した園芸技術の開発と農家へ普及は、イラク国の農業開発政策とともに、クルド地

域の開発ニーズと合致しているといえる。

（２）日本政府の援助指針

2012 年 6 月に策定された対イラク国別援助方針では、重点分野として「経済成長のた

めの産業の振興と多角化」が挙げられている。そのなかで、特に農業分野は多角的な産業

振興のための非石油部門の主要産業に位置付けられ、農業生産性の向上などのため、効果

的なプロジェクトを実施することとしている。以上より、本プロジェクトは、日本のイラ

ク国に対する援助方針と一致している。

４－１－２　有効性

現在、成果１は達成されており、成果２の達成に向けて、野菜と果樹の試験栽培が各県にお

いて実施されている。今後成果３、４の活動も順次開始予定であり、プロジェクト終了までに

プロジェクト目標は達成されると見込まれる。一方で、下記の阻害要因には十分留意する必要

8
　 同開発計画によれば、主要農産物の自給率をみると、小麦 49％、大麦 59％、ジャガイモ 76％、トマト 40％、食肉 15％、卵 16％
等となっている。

9
　2014 年 3 月現在、同計画の改訂版は作成されていない。
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がある。

（１）プロジェクト目標の達成見込み

これまでの試験栽培によっていくつかの有望な適正技術が特定されてきた。特にトマト

とブロッコリーの生産性に関しては、肯定的な結果が得られており、閉鎖型育苗システム

は、対象地域の農家による種子の安定的な生産に貢献すると思われる。また各県試験場の

C/P は、ベースライン調査や試験栽培等の活動を通じて、知識と経験が蓄積されている。

今後、試験栽培を通じて市場のニーズに応じた更なる適正技術が特定され、C/P による

農家への技術普及が行われることで、プロジェクト目標は、実施期間の終了までに達成さ

れることが見込まれる。

（２）プロジェクト目標の達成を阻害する要因

プロジェクト目標の達成において、以下の阻害要因への留意が必要である。

１）近隣諸国（イラク、トルコ、ヨルダンなど）からの低価格の輸入作物が、年間を通じ

て現地の市場に流通している。イラク周辺国の政治的な情勢は不安定であり、また近

隣諸国が一部作物の輸出促進に係る政策（特定作物の栽培農家を対象とした補助金制度

等）を展開しているため、今後の周辺国の状況によっては市場ニーズが短期的に大きく

変動する可能性がある。

２）クルド地域では、種子販売を限られた会社が独占する状態となっている。これらの種

子会社の動向によっては、農家が入手可能な種子の種類、品質等が制限される可能性

がある。

３）KRG 予算の多くがイラク連邦政府予算から支給されていること、イラク連邦政府予

算のほとんどが石油による歳入であることなどの理由から、MoAWR をはじめとする関

係機関の予算配賦は社会的・政治的な要因（イラク国内の民族・宗教的な感情や国際的

な石油価格など）に左右されやすい状況である。そのため、MoAWR や各県農業局への

予算配賦が予定どおりに行われない可能性がある。

（３）プロジェクトデザイン

クルド地域において、農業に関する調査・試験研究の積み上げが十分でないことを前提

として、適正技術の特定と普及の 2 つの段階に分けて、活動が実施されるようデザインし

た。第一段階として、適正技術の特定のために、クルド地域の農家の営農状況、市場との

関係、行政の普及サービスに関するベースライン調査、及び試験圃場での試験栽培を行

うこととした。第二段階では、普及のための活動詳細計画を策定し、その計画に従って、

ターゲットとなる農家に対して、選択された適正技術の普及を行うこととした。上記のプ

ロジェクトデザインは、プロジェクト目標である、市場のニーズに対応した栽培技術の特

定と普及のために、的確なものといえる。

プロジェクト活動のスケジュールについては、当初はプロジェクト前半に第一段階の適

正技術の特定、後半に第二段階の普及を実施する計画であった。しかしベースライン調査

結果や新規作物・技術に対する先方実施機関からの強い要望もあり、第一段階の適正技術

の特定のための栽培試験はプロジェクト終了まで継続して実施し、プロジェクト後半には
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並行して第二段階の普及を実施することがプロジェクト関係者間で協議されている。2014
年夏頃開催予定の JCC において、最終決定される予定である。

４－１－３　効率性

日本側及び KRG 側の投入は、プロジェクト活動を進めるためにおおむね適切なものであり、

プロジェクト活動の効率的実施に用いられた。

プロジェクト開始当初は、KRG 側のプロジェクトに対する理解不足によりプロジェクト運

営が一部阻害されることがあったが、適切な連携体制の構築が進められており、プロジェクト

運営も効率的になりつつある。

（１）投入、活動と成果の達成

日本側の投入である専門家の派遣、機材供与、現地業務費の支出、本邦及び第三国研修

の実施は、内容も適切であり、成果の達成に向けて、プロジェクトの活動のなかで十分に

活用された。なお、日本人専門家のイラクでの活動にあたっては、警備員の同行、防弾車

での移動など、他国での専門家派遣と比較して、相当量の付随する投入が行われている

が、イラクでの活動に必要な経費であり効率性に問題があるとはいえない。

KRG 側の投入として、C/P の配置や機材及び施設 · 設備の提供は、プロジェクト活動に

おいて有効であった。各県農業局の C/P は、ベースライン調査や試験栽培などの活動に、

積極的に参加した。また、KRG 側は、全県の農業局に、野菜の試験栽培で使用する温室

を設置して、活動の実施を支援した。

なお、成果１の活動であるベースライン調査において、各県 C/P の主体的な参加を前提

に調査を進めた結果、調査終了から報告書作成まで約 1 年間を要した点は効率性に難が

あったといえる。

（２）プロジェクトの運営管理

プロジェクトの開始当初、KRG 側の実施体制やプロジェクトに対する理解不足、日本

側とのコミュニケーション不足による誤解などにより、プロジェクト運営は必ずしも円滑

に行われていなかった。その後、JCC 等を通じて、両者間でプロジェクト活動の情報の共

有と課題の検討が進められ、第３章「３－５－１　プロジェクトの運営管理（３）KRG
側とのコミュニケーションの改善、（４）書面による活動内容の確認」で記したように改

善策が講じられたことで、連携体制は改善されつつある。

４－１－４　インパクト

インパクトの発現（上位目標の達成）のためには、C/P がプロジェクト終了後も、特定した

適正技術を各県で継続して普及させていくことが不可欠である。普及活動が開始されていない

現状でのインパクトの発現の予測は困難だが、今後の C/P の能力開発と普及実施体制の構築が

重要なものとなるだろう。

その他のプロジェクトの実施によるポジティブ、ネガティブなインパクトは、特に観察され

ていない。
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（１）上位目標達成の見込み

現時点では、プロジェクトが導入した適正技術の普及による農民の生計向上を予測する

ことは困難である。これまで MoAWR や各県の C/P はプロジェクトの活動に積極的に参加

しており、プロジェクト終了後もイラク関係者が自律的に普及活動を継続し、適正技術を

取り入れた農家の生計向上を達成することが期待されている。

（２）その他のインパクト

その他のポジティブ及びネガティブなインパクトは、今般の中間レビュー調査では、特

に確認されなかった。

４－１－５　持続性

政策面では、イラク連邦政府の「国家開発計画（2013 ～ 2017）」はプロジェクトの方向性と

合致している。KRG の農業開発戦略計画は、現在改訂中（2014 年 3 月現在）であるが、現計

画（2009 ～ 2013）はプロジェクトの方向性と一致している。

財政面については、現時点では問題は生じていないものの、構造的に社会的・政治的な要因

に左右されやすいため、留意が必要である。

技術面では、各県農業局の C/P は、これまでの活動を通じて、順調に知識や技術を身に付け

てきている。プロジェクト終了まで活動が継続されることで十分な知識や技術が移転されるこ

とが見込まれる。

（１）政策・制度的側面

「４－１－１　妥当性」の項で記したとおり、イラク連邦政府の「国家開発計画（2010
～ 2014 年）」は、農業生産の向上を優先課題としており、その後継となる「国家開発計画

（2013 ～ 2017 年）」でも、その方向性を踏襲している。KRG の「農業セクター戦略計画（2009
～ 2013 年）は、園芸作物（野菜・果樹）は、小麦、畜産に次ぐ、振興対象として、その

内容は、プロジェクトの目標と合致している。現在、KRG の計画が改定の時期を迎えて

いることから、プロジェクト効果の持続性は、後継となる計画の内容と方向性によること

になるため、今後の策定状況を注視していく必要がある。

（２）組織的・財政的側面

試験栽培などのプロジェクト活動は、各県農業局の C/P（試験場、園芸課、普及課）に

よって実施されている。プロジェクト終了後も、C/P が活動を継続的に実施できる環境が

必要であるが、「４－１－２　有効性」の項にあるように、予算面での阻害要因には留意

が必要である。

（３）技術的側面

各県農業局の C/P は、これまで、積極的にプロジェクトの活動に参加しており、野菜と

果樹の試験栽培に係る実践的な知識と技術を、日本人専門家から吸収している。特に活動

内で実施されるワークショップや研修は、C/P の能力開発に貢献している。そして今後の

農家への適正技術の普及においても、C/P が主導権を発揮することが期待されている。現
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状を観察する限り、プロジェクト終了後も、C/P は、活動から得た知識や技術を、今後も

維持していくことが見込まれる。

４－２　結　論

本プロジェクトでは、ベースライン調査及び着実な栽培試験の実施により各種データが蓄積さ

れつつあり、既に一部の適正技術が特定されている。なお、当初はプロジェクト前半に完了する

予定であった栽培試験だが、先方の新規作物や高度な技術に対する高いニーズなどを踏まえてプ

ロジェクト終了まで継続していくことが関係者間で合意されている。今後はこの栽培試験と並行

して適正技術の普及も実施していく予定であり、一部プロセスに変更はあるものの、プロジェク

ト終了までに当初の目標は達成される見込みである。

本プロジェクトは、まだ情勢が安定しているとはいい難いイラクにおける日本人専門家派遣を

伴う技術協力プロジェクトということで、第３章「３－５－１　プロジェクトの運営管理（５）

日本人専門家の活動の制約」、本章「４－１－２　有効性（２）プロジェクト目標の達成を阻害

する要因」で記述したように、社会的・政治的な不安定要因に影響を受ける可能性が高い。その

ため社会的・政治的な不安定要因及びそれらがプロジェクトに与える影響について、適時適切な

状況把握を行い、リスクを低減または回避する対策を考えつつプロジェクトを運営し、必要に応

じてプロジェクトの方向性を修正することが求められる。
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第５章　提　言

５－１　プロジェクトへの提言

（１）PO の改訂

ベースライン調査結果や新規作物・技術に関する栽培試験に対する先方からの要望等によ

り、適正技術の特定のための栽培試験はプロジェクト終了まで継続して実施し、プロジェク

ト後半には並行して普及を実施することがプロジェクト関係者間で協議されている。この協

議結果に沿って、PO を改訂することが望まれる。なお 2014 年 2 月時点では、次回 JCC（2014
年 7 月頃）での PO 改訂をめざし、関係者で調整が進められている。

（２）PDM 指標の改訂

プロジェクトで実施したさまざまな研修やワークショップ、そして日々の活動のなかでイ

ラク側関係者のキャパシティ・デベロップメント（CD）が実現されてきている。今回の中

間レビュー調査のなかでも、イラク側関係者の CD について、数多くの指摘がなされた。

現行 PDM には、CD に関する指標が設定されていないので、CD がプロジェクトにおいて

重要であることを関係者間で共有するためにも、CD に関する指標の追加を検討する必要が

ある。

（３）クルド自治地域 3 県のモニタリング機能強化

本プロジェクトはクルド地域 3 県で活動を実施しており、プロジェクトが各県の活動進捗

を適時把握することは、栽培管理の視点で重点である。日本人専門家が自由に移動できる環

境にないことも踏まえ、円滑なプロジェクト実施のために、モニタリング機能を強化するこ

とが必要である。
10

（４）試験栽培の結果等の適時報告

これまで各県で数多くの栽培試験が実施され、各県 C/P からプロジェクトは高い評価を得

ている。しかし一方で、KRG/MoAWR 内には、試験結果が十分分析されたうえで共有され

ていないことを指摘する声がある。試験結果を定量的に分析し、MoAWR に対して適時報告

することで、イラク側関係者（特に MoAWR）のプロジェクトへの理解が促進され、プロジェ

クトの円滑な実施につながると考えられる。

５－２　日本側への提言

プロジェクトの円滑な実施のためには、適時適切な日本人専門家を派遣する必要がある。しか

し、イラクの治安状況（派遣を検討していた専門家の所属先から派遣許可が出ないなど）や日本

国内の果樹分野における人材不足等の理由から、日本人専門家派遣は当初計画とは一部異なって

いる。また派遣された日本人専門家の現地活動も一部制約されている。

上記の状況を考慮し、引き続き適時適切な日本人専門家の派遣に尽力するとともに、上述の活

動制約を考慮した派遣計画とすることが重要である。

10
　2014 年 3 月中旬より毎月のモニタリングシートを試行導入中。
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５－３　クルド自治政府（KRG）への提言

（１）クルド自治政府（KRG）農業・水資源省（MoAWR）から各県農業局への予算配賦が不安

定であるという指摘があった（会計年度末での急な予算配賦等）。本調査では、MoAWR の

予算配賦状況に関する詳しい情報は得ていないが、各県農業局の円滑な活動はプロジェクト

に欠かせないため、MoAWR には適切な予算配賦を求めたい。

（２）スレイマニア県の C/P が、プロジェクト開始 1 年後に全員異動となり、プロジェクトの進

捗に影響を与えたことがあった。日本人専門家による技術移転という視点から、各県の C/P
は少なくともプロジェクト終了時まで異動をさせないように求めたい。
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